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【資料１】 

 

機密性２  

 

地域包括ケアシステム維持のための ICTの活用に関する研究会開催要綱 

 

東北厚生局長伺い定め 

１ 趣旨 

  今後、東北地方の人口が急激に減少し、サービス提供者や行政担当者の減少、 

過疎化による効率的なサービス提供が困難になり、地域包括ケアシステムを維持でき

ない可能性があるため、この問題に対応するための ICTの活用方策を検討し、東北６

県、市町村の地域包括ケア施策実施の参考となる将来ビジョンを提示することを目的

として、「地域包括ケアシステム維持のための ICTの活用に関する研究会」（以下「研

究会」という。）を開催する。 

 

２ 研究会の招集 

 研究会は、東北厚生局長が招集する。 

 

３ 構成員 

（１）構成員は、別紙のとおりとする。 

（２）座長は、構成員の互選により選任する。 

（３）東北厚生局長は、構成員の了解を得て、構成員以外の者を研究会に参加させる 

ことができる。 

（４）構成員の任期は、令和５年７月３１日までとする。 

   

４ 公開 

（１）研究会の会議及び会議資料は、原則として公開とする。ただし、研究会におい   

て非公開とすることが適当であると認める場合には非公開とする。 

（２）研究会においては、議事概要を作成し、各構成員の了解を得た上でこれを公開 

する。 

 

５ 事務局 

  研究会の庶務は、他課（各県事務所を含む。）の協力を得て、東北厚生局健康福祉 

部地域包括ケア推進課において行う。 

 

６ その他 

  その他研究会の運営に必要な事項は、座長が研究会に諮り決定するものとする。 
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地域包括ケアシステム維持のための
ICTの活用に関する研究会

厚生労働省東北厚生局
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令和４年12月23日(金)

【資料２】



研究会の目的

• 今後、東北地方の人口が急激に減少し、
サービス提供者や行政担当者の減少、過疎
化による効率的なサービス提供が困難にな
り、地域包括ケアシステムを維持できない可
能性があるため、この問題に対応するための
ICTの活用方策を検討し、東北６県、市町村の

地域包括ケア施策実施の参考となる将来ビ
ジョンを提示することを目的とする。
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3
出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」を加工して作成

東北地方における人口減少等

・全国と比べても人口減少が急激に進む。

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

全国 125,325 122,544 119,125 115,216 110,919 106,421 100.0 97.8 95.1 91.9 88.5 84.9

青森県 1,236 1,157 1,076 994 909 824 100.0 93.6 87.1 80.4 73.5 66.6

岩手県 1,224 1,162 1,096 1,029 958 885 100.0 94.9 89.5 84.0 78.2 72.3

宮城県 2,296 2,227 2,144 2,046 1,933 1,809 100.0 97.0 93.4 89.1 84.2 78.8

秋田県 956 885 814 744 673 602 100.0 92.6 85.2 77.8 70.4 62.9

山形県 1,072 1,016 957 897 834 768 100.0 94.7 89.3 83.6 77.7 71.7

福島県 1,828 1,733 1,635 1,534 1,426 1,315 100.0 94.8 89.5 83.9 78.0 71.9

県
総人口（1,000人） 令和２（2020）年の総人口を100としたときの総人口の指数



東北地方において人口減少が特に著しい市町村（上位10市町村）

4
出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」を加工して作成

県 市区町村
豪雪
指定

総人口（人） 令和2（2020）年の総人口を100としたときの総人口の指数

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

全国 125,325 122,544 119,125 115,216 110,919 106,421 100.0 97.8 95.1 91.9 88.5 84.9

青森県 今別町
特別
豪雪

2,332 1,950 1,609 1,306 1,034 798 100.0 83.6 69.0 56.0 44.3 34.2

青森県 外ヶ浜町 豪雪 5,327 4,511 3,773 3,119 2,534 2,024 100.0 84.7 70.8 58.6 47.6 38.0

青森県 深浦町 豪雪 7,304 6,244 5,278 4,415 3,638 2,956 100.0 85.5 72.3 60.4 49.8 40.5

秋田県 藤里町
特別
豪雪

2,923 2,515 2,138 1,796 1,482 1,207 100.0 86.0 73.1 61.4 50.7 41.3

青森県 中泊町 豪雪 9,722 8,344 7,090 5,966 4,947 4,021 100.0 85.8 72.9 61.4 50.9 41.4

秋田県 男鹿市 豪雪 24,843 21,494 18,378 15,482 12,785 10,352 100.0 86.5 74.0 62.3 51.5 41.7

青森県 大鰐町 豪雪 8,443 7,292 6,225 5,274 4,417 3,649 100.0 86.4 73.7 62.5 52.3 43.2

秋田県 上小阿仁村
特別
豪雪

2,060 1,774 1,514 1,285 1,084 904 100.0 86.1 73.5 62.4 52.6 43.9

秋田県 小坂町 豪雪 4,669 4,029 3,454 2,931 2,458 2,051 100.0 86.3 74.0 62.8 52.6 43.9

青森県 鰺ヶ沢町
特別
豪雪

8,882 7,719 6,647 5,688 4,795 3,959 100.0 86.9 74.8 64.0 54.0 44.6

東北地方における人口減少等

・全国と比べても人口減少が急激に進む。



高齢者数・高齢化率将来推計

青森県 宮城県岩手県

秋田県 山形県 福島県

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」を加工して作成
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・高齢者単独世帯、高齢者夫婦のみ世帯の割合が高い。



高齢者世帯数等将来推計

青森県 宮城県岩手県

秋田県 山形県 福島県

出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」を加工して作成
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（出典）令和４年度第１回（第２０回）交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会資料
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公共交通機関の減少



公共交通機関の減少

（出典）令和４年度第１回（第２０回）交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会資料
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利用の少ない線区の経営情報
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○人口減少と公共交通機関の減少がもたらす課題

・ コミュニティの弱体化

・ 過疎化によるサービス提供の非効率化

・ ケアの担い手の減少

・ 行政の担い手の減少

⇒ サービスへの物理的アクセスの困難化

⇒ 人材不足

12



（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議（概要）」13



「スマートプラチナ社会」の実現 2 

課題

・労働人口減少、医療費増大・コ

ミュニティ意識の希薄化

ＩＣＴ

による

貢献

スマートプラチナ社会 ！

ＩＣＴで創る

安心・元気なくらし

Ⅰ ． 健康を長く維持して自立的に暮らすⅡ．生

きがいをもって働き、社会参加するⅢ．新産業創

出とグローバル展開

取組の

方向性

◇「予防」による健康寿命の延伸◇高齢者

の知恵や経験を活用◇ 「スマートプラチ

ナ産業」の創出

「スマートプラチナ社会」 の実現

ビジョンⅠ

健康を長く維持して自立的に暮らす

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ①ＣＩＣＴ健康モデル（予防）の確立

健康寿命の延伸を実現する予防モデル確立のための大

規模社会実証

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ② 医療情報連携基盤の全国展開

医療・介護・健康分野のデータを共有・活用するため

の基礎的インフラの整備・ 普及

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ③ 「ライフサポートビジネス」の創出

買物、配食、見守りなどの生活支援サービスを ＩＣ

Ｔで切れ目なく提供するモデルの構築

ビジョンⅡ

生きがいをもって働き、社会参加する

提ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ④ ＩＣＴリテラシーの向上

ＩＣＴの「学びの場」創設

「情報取得」から「情報発信・交流」へ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ⑤ 新たなワークスタイルの実現

テレワークなどを活用した現役世代との

ベストミックス就労モデルの実証

提ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ⑥ ロボット×ＩＣＴの開発・実用化

身体的機能を補完する介護ロボット、

コミュニケーションロボットなどの社会実証・

ガイドライン策定

ビジョンⅢ

超高齢社会に対応した新産業創出とグローバル展開

提ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ⑦ 「スマートプラチナ産業」の創出

オープンイノベーションによる 「シルバー」 を越える新た

な産業群の創出

提ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ⑧ グローバル展開と国際連携

フロントランナーとして世界に貢献するための

ＩＣＴシステムの標準化、各国との共同実証・連携

2020年に23兆円規模の新産業創出

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議（概要）」
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２０３６年時点における不足医師数等
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16
（出典）厚生労働省「医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会第４次中間取りまとめ」



17

２０２５年の看護職員需給推計

（出典）厚生労働省「医療従事者の需給に関する検討会看護職員需給分科会中間とりまとめ」



第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数
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19（出典）厚生労働省「第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について」
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• サービスへの物理的アクセスの困難化
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物理的アクセスの困難化への対応の現状

＜会津若松スマートシティ＞
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• ＜富山市コンパクトシティ＞
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• ＜移動診療所＞

24（出典）奈良県宇陀市HP



＜ドローン＞

25（出典）国土交通省「ドローンを活用した荷物等配送に関するガイドラインVer.3.0」



オンライン化
• ＜遠隔診療、遠隔見守り＞
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27（出典）内閣官房「デジタル田園都市国家構想実現会議（第５回）資料」



28（出典）内閣官房「デジタル田園都市国家構想実現会議（第５回）資料」



29（出典）内閣官房「デジタル田園都市国家構想実現会議（第５回）資料」



30（出典）秋田県医師会HP



（出典）厚生労働省HP
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32
（出典）厚生労働省HP



各県介護保険事業支援計画 ＩＣＴによる人材不足の対応に関する記述〈抜粋〉

【青森県】あおもり高齢者すこやか自立プラン2021
P118：介護従事者の介護記録・情報共有・報酬請求等の業務の効率化のため、ICTの導入を推進します。

【岩手県】いわていきいきプラン（2021～2023）
P37：市町村は、個々の申請様式・添付書類や手続きに関する簡素化、様式例の活用による標準化及びＩＣＴ等の活
用を進めるなど、介護事業者及び市町村の業務効率化を図ることが求められます。
P83：労働環境・処遇の改善について、職員負担の軽減のため、介護ロボット導入促進に向け関係団体を通じて補助
制度の周知を行うほか、ＩＣＴ導入に係る補助を実施するなど介護事業所における生産性向上の促進を図る必要があ
ります。

【宮城県】第８期みやぎ高齢者元気プラン
P99：介護ロボットやＩＣＴの導入支援に取り組み，介護職員の負担軽減を図ることで，介護職に対するイメージの改善
や魅力の向上を図り，新たな介護人材の参入促進を目指します。

【秋田県】秋田県第８期介護保険事業支援計画
P136：介護予防と重度化防止に資する住民主体の「通いの場」の拡大と多様なプログラムの展開、ICT の活用による
新たな取組の推進
P137：介護ロボット･ICT 導入による負担軽減と業務効率化の推進

【山形県】やまがた長寿安心プラン
P119：県は、介護の現場に介護ロボット及びＩＣＴを導入して業務の効率化を図り、働きやすい職場づくりを推進するこ
とで、介護人材の定着、新規参入を促進するため、導入に係る経費の一部を支援します。

【福島県】ふくしま高齢者いきいきプラン2021
P120：介護支援ロボット導入による労働負担の軽減やＩＣＴを活用した事務の効率化など、介護現場における生産性向
上の取組を支援します。
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34（出典）厚生労働省「第２１１回社会保障審議会介護給付費分科会資料」



プロジェクト① ＩＣＴ健康モデル（予防）の確立 3 

■ ＩＣＴシステムや健診データ等を活用した健康モデル（予防）の確立・普及に向け、 地方自治体や企業が主体となった大規

模な社会実証を実施するとともに、 健康ポイント等のインセンティブ措置の在り方についても検討し、それらの成果を踏まえた

普及を促進

例①健診データ、レセプトデータ等に基づく健康づくりの推進 例② 高齢者の就農による健康づくりの推進

健康データ等の計測
データの蓄積 ・ 解析による

健康状態の「見える化」
企業・自治体に

おける指導等
生産者 集出荷場

登録 解析・活用
サーバ

市況の把握、

情報提供

健康情報データ

体組成計 国保情報社保

情報バイタルデー

タ

各々の生産者は、注文や市

場の動向予想に基づいて、

「つまもの」を採取・収穫

（情報管理・蓄積）

いろどり専用ＰＣ

需要に応じた

「つまもの」の集荷、全

国へ出荷

歩数計 ※大規模な社会実証を実施

・ インセンティブの付与

行動変容を促し、健康維持・増進を実現

自治体・企業

（保険者）

現在の受発注情報、
市況の共有

収穫した「つまもの」 を集荷

し、集出荷場へ搬送

地場産品ビジネスへの従事が高齢者の生きがいにつながり、高齢者医療費の

削減や、健康状態の改善（寝たきり解消）を実現

対
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／
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（0

5
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0

■医療費の削減
（万円）

45

健康づくり実施群 42.9万円

対照群

40                                                  374万円 .
35.6万円 差額：104234円

,

35

ｐ＜0.05     325万円.
30               273万円

◆実施群94人.
244万円 平均年齢70.1歳

25      .                                               270万円 ■対照群282人.
228万円 万円 平均年齢70.2歳

20       .          224万円 22.9 .
開始時 1年後 2年後 3年後 4年後

■健康増進
◆高齢者一人当たりの医療費は年間６０万円

強にまで減少（他市町村では１００万円近くか

かっているところも）

■経済性の確立
◆売上高が事業実施後、約１．５倍に

○売上高

１４９百万円（H10）→２７０百万円（H18）

◆高齢化率５２． ４％（２０１０年１０月国勢調

査）と高率ながら寝たきり高齢者はゼロ（２０１

０年４月時点）

新潟県見附市の事例
具体的な施策内容

ＩＣＴを活用した健康モデルの確立・普及

「予防」に対する国民全体の意識・行動変容を促すための施策の推進

徳島県上勝町の事例

具体的な施策内容

高齢者の就農など、地域における多様な働き方と健康増進等、経済性を兼ね備

えた健康モデルの確立と普及促進に向けた実証等

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議（概要）」
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プロジェクト②医療情報連携基盤の全国展開 4 

■ 医療・介護・健康分野のデータを、本人や医療従事者等の関係者間で共有・活用するための基礎的インフラ

となる医療情報連携基盤の整備の推進

■ 在宅医療・介護のチーム連携を支えるＩＣＴシステムの確立に向けた実証と実用化を踏まえた全国展開

医療情報連携基盤の全国展開

医療・介護・健康分野のデータを

共有・活用するための

基礎的インフラである

医療情報連携基盤の全国展開

〔期待される主な効果〕

情報共有による継続的な医療サービスの提供

疾病管理を通じた重度化の防止、予防の推進
重複検査の回避等による業務負担の軽減、効率化 在宅医

療・介護連携の推進

災害時のバックアップ

患者・住民

患者の診療情報等

を登録・閲覧 自治体 介護施設
自身の診療情報・調剤情報等をＰ

Ｃ、携帯電話から閲覧

中核的

医療機関
1 在宅医療・介護のチーム連携強化

在宅療養支援

診療所

患者情報確認
訪問看護ｽ

ﾃｰｼｮﾝ

病院・診療所の処方情

報等を閲覧
患者宅

薬局
診療所

訪問介護事業所

具体的な施策内容
在宅での情報登録 訪問薬局

全国展開に向けて必要となる技術検証や運用

ルールの確立等に関する実証

低廉なシステムの在り方に関する検証

医療・介護間で共有すべき情報の特定

介護分野におけるデータやシステムの標準化
在宅におけるモバイル端末やセンサー技術等の活用

方策の明確化

持続的な運用を担保する仕組みの検討

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議（概要）」
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プロジェクト③「ライフサポートビジネス」の創出 5 

■各地域の超高齢社会が抱える課題解決のため、高齢者等利用者のニーズや実証の成果を踏まえ、行政・企

業・地域住民等が有機的に連携した「ライフサポートビジネス」（買物、配食、見守りやオンデマンド交通等）やコミュニティビジネス

等、地域経済が循環し、持続可能なモデルの構築

高齢者の日常生活を支える「ライフサポートビジネス」

高齢者ニーズ

高齢者ニーズを聞き取りお

まかせ！

買物・食事 見守り 孫とのきずな

・・とか気になるけど

高齢者の日常生活を支える

「ライフサポートビジネス」の創出2020年

に13兆円規模の経済効果

高齢者 体調が心配 どこに連絡したらいいのか・・
デイケアサービス等

高齢者ニーズにあわせて異業種連携ライフ
サポートサービスをコーディネート

切れ目ないライフサポートによる健康＆自

立生活の維持サイクルが実現

切れ目なく効率的なライ

フサポートサービス 異業種連携ライフサ

ポートサービス

ＱＯＬの向上 自立した生活

ライフサポート

お店・デパート

医療・介護

見守り

ＩＣＴ×異業種連携

バイタル・健康情報の共有

高齢者ニーズの共有

ノウハウの共有
（アクセシビリティ・ユーザビリティ）

コーディネータ 生きがい 健康維持・増進

サービスの効率化

低コスト化 質の向

上
宅配・配食

行政

具体的な施策内容

民間事業者や自治体の各種サービスが

ＩＣＴで連携し、切れ目なく効率的に高齢

者の自立生活を支援できる「ライフサ

ポートビジネス」のモデル構築に向けた

実証等
各種サービス・旅行

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議（概要）」
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プロジェクト④ＩＣＴリテラシーの向上

プロジェクト⑤ 新たなワークスタイルの実現

6 

■高齢者がＩＣＴを使ってコミュニティで活動できる社会環境を構築するため、地方自治体とも連携しつつ、地域で

ＩＣＴの使い方をともに学び、 教え合うことができる場の確保やサポーターの配置、 カリキュラムの整備等の支援■ テレワーク等Ｉ

ＣＴの活用により意欲ある高齢者の就労が容易となる新たな就労モデルの実証とその成果を踏

まえた普及

仲間づくり ＩＣＴリテラシーの向上 新たなワークスタイルの実現

自立
ＳＮＳでの交流

具体的な施策内容
・ ＩＣＴ活用により、意欲ある高齢者

が就労参加

・ 介護離職者がテレワークで就労

機会を確保

ボランティア活動地域

活動への参加

具体的な施策内容

テキストの活用
テレワーク、クラウドソーシング等の推進

ＩＣＴを活用した高齢者と現役世代のベストミックスモ

デルの実現

シニアボランティア

生涯学習センター
小中高等学校 大学

学び直し、交流

⇒ より高い自己啓発

サポーター

具体的な施策内容

コミュニケーション活性化につながるＩＣＴリテラシー向上施策の一体的推進

・ 教え合う場の確保（公民館、学校、空き施設等）とユーザーニーズを吸い上げる仕組みの構築・ 活動を支援するサポーターの配

置、シニアボランティアによる協力

・ カリキュラムやテキストの整備、ＩＣＴ習熟度に係る評価指標の策定等

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議（概要）」
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プロジェクト⑥ ロボット×ＩＣＴの開発・実用化 7 

■高齢者の身体機能や認知機能を「補い」、高齢者の経験や知識を「活かし」、また介護現場等の労働力不足を

「支える」ことが可能なコミュニケーションロボット等のＩＣＴシステム・サービスの実証やガイドラインの策定等

例① コミュニケーションロボット 例② センサー技術を利用した見守りサービス

買い物支援ロボット 人の言動に反応して感情表現をするロボット

喜び

落胆

センサーで感知した人の言動に応じて、

感情表現や人のような動作を行う
センサーにより高齢者の状態を把握し、遠くの家

族等に知らせたり、緊急通報を行う

認知症高齢者とのふれあい等に活用例③

自立・生活支援システム

例④アクセシビリティ等に配慮した

ＩＣＴシステムの開発・提供

ウェアラブル

（装着可能）カ

メラ・マイク

手書き文字認識

デバイス、クラウド技術、ネットワー

クが連携し、認知・行動能力を補完

操作の簡単なスマートフォン

イヤフォン 安全な歩行経路の選択、音声や顔
の認識、コミュニケーションを支援

具体的な施策内容

ＩＣＴシステムの社会実装に向けた技術検証、制度的課題のための実証事業等

高齢者が安心して利用できるシステムの開発・提供するためのガイドラインの策定等の検討

（出典）総務省「ICT超高齢社会構想会議（概要）」
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40
（出典）厚生労働省HP



41（出典）厚生労働省「第２１１回社会保障審議会介護給付費分科会資料」



42（出典）厚生労働省「第２１１回社会保障審議会介護給付費分科会資料」



43（出典）厚生労働省「第２１１回社会保障審議会介護給付費分科会資料」



ICT活用を促進するための課題

（１）技術的課題

・通信ネットワーク環境の整備

・サービス提供者における機器導入、保守

・サービス利用者における操作性の向上（誰

でも簡単に操作できる）

・機器の互換性（サービス提供者が変わって

も、利用者は同じ機器を利用できる）

44



（２）法的課題

・ITサービス利用の契約形態

・情報共有

・事故発生の際の責任の所在

45



（３）金銭的課題

・ネットワーク整備、保守、利用経費の負担者

（行政、事業者、利用者、介護保険）

・機器導入、保守経費の負担者（行政、事業

者、利用者、介護保険）

・機器利用経費の負担者（行政、事業者、利用

者、介護保険）

46



1 

 

地域包括ケアシステム維持のための ICTの活用に関する研究会（第１回）議事概要 

 

１ 日 時 令和４年 12月 23日（金） 9：54～11：25 

 

２ 場 所 東北厚生局 16階会議室 

 

３ 出 席 者  

  （構成員） 

藤田構成員（座長）、大坂構成員、佃構成員、平田構成員 

  （事務局） 

  井原局長、金山健康福祉部長、古川地域包括的支援構築施策分析官、 

佐藤地域包括ケア推進課長 

 

４ 議事概要 

事務局から資料に基づき、地域包括ケアシステムをめぐる現状認識及び将来的課題

について説明。その後、質疑、意見交換が行われた。 

 

〔主な意見〕 

〇 ICTが必要な場面を具体的に考えていくことが大事である。 

 

〇 市販されている技術でもうまく組み合わせれば使える。介護のことをよくわかっ 

ている人が使い方を利用者に説明した方がいい。そういう人材の育成が大事であ 

る。 

 

〇 過疎化が進む地域にいる人たちにこそ ICTの利用価値がある。 

 

〇 介護ロボット使用のリスクとベネフィットのバランスを考えるべきである。  

 

以上 




